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(欧州経済)：コロナ危機でブレグジットはどうなるか？ 

 

新型コロナの感染拡大で、英国とＥＵは将来関係協定の協議の日程、形式の変更を迫られた。

英国政府は 20 年末に終わる「移行期間」の延長拒否の姿勢を変えていない。しかし、コロナ

危機に見舞われた企業や家計は、これ以上の環境激変に耐えられない。英国政府は強硬姿勢を

改め、ＥＵも非常時に相応しい柔軟性を示すべきだ。 

 

新型コロナウイルス（以下、新型コロナ）の世界的な感染の拡大によって、今夏の東京オリン

ピック・パラリンピックを始めとする世界的なスポーツ・イベントや、11月に英国のグラスゴ

ーで開催予定だった第 26 回国連気候変動枠組み条約締約国会議（ＣＯＰ２６）など国際会議

は日程変更を迫られている。スポーツ・イベントでは、テニスのウィンブルドン選手権のよう

に中止となるものもあり、国際会議は主要７カ国（Ｇ７）や主要２０カ国・地域（Ｇ２０）サ

ミットなどテレビ会議形式で行われるケースも増えている。 

 

今年１月末に実現したＥＵ離脱（ブレグジット）後の英国とＥＵの将来関係協定の協議も、コ

ロナ危機以前に想定されていた日程、形式で行うことが難しくなっている。 

 

現在、英国とＥＵの関係は、「移行期間」として基本的に離脱前と同じ状態が維持されている

が、英国政府にとっては居心地の悪い状態でもある。英国は、ＥＵの閣僚理事会や首脳会議に

参加せず、欧州議会に議席も持たず、欧州委員会の委員も輩出していない。つまり、英国はＥ

Ｕの意思決定に影響力を行使できないが、ＥＵの法規制は受け入れ続けなければならない。離

脱したものの、主権を制限された状態が続いている。 

 

英国とＥＵの協議は、６月までに集中協議をする過密日程が組まれていた。20年末までの「移

行期間」は、７月１日以前に、英国とＥＵが同意すれば、１回限り２年までの延長が可能だ。

主権の奪還を急ぎたいジョンソン首相は、ＥＵ離脱が争点となった 19年 12月の総選挙の段階

から、延長拒否の姿勢を明確にしてきた。ＥＵ側も、20年末の「将来関係協定なき移行期間終

了」という激変回避のために交渉を急ぐつもりだった。 

 

しかし、新型コロナの感染拡大で、日程変更を余儀なくされた。３月２～５日の第１回協議こ

そ予定通り開催されたが、３月 18～20 日に予定されていた第２回協議は延期。英国のジョン

ソン首相とＥＵ側の首席交渉官であるミッシェル・バルニエ氏は感染が確認され、英国側の交

渉責任者のデビッド・フロスト氏も軽微な兆候が見られたとして自己隔離に入るなど、新型コ

ロナは交渉の最前線を直撃した。 

 

協議の形式の変更も迫られている。本稿執筆時点で、英国も、欧州委員会の本部があるベルギ

ーも、バルニエ主席交渉官の母国フランスも、イタリアやスペインとともに全土都市封鎖（ロ

ックダウン）の最中にある。英国とＥＵの交渉担当者が一堂に会する協議の再開は見通せず、

３月 30日の英国とＥＵが立ち上げた「合同委員会」ⅰの第１回会合もテレビ会議で開催された。 

ＥＵは、第２回交渉の予定日に、ブレグジット前にまとめた英国とＥＵの将来関係協定につい
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ての「政治合意」に沿ってＥＵ加盟国が承認した協定の原案を公開、英国も幾つかの法的文書

を提案する方針としており、文書のやり取りを通じた作業は継続しているようだ。 

 

仮に、移行期間終了後、速やかに新協定が発効しても、ビジネス環境は大きく変わる。ジョン

ソン政権がＥＵに求めているのは「カナダ型自由貿易協定（ＦＴＡ）」だ。関税ゼロ、数量規

制なしの物品のＦＴＡと、サービス分野での規制や監督機関の自主的な協力を組み合わせたも

ので、ＥＵの単一市場からも関税同盟からも離脱する。物品に関しては、税関審査や検疫手続

きが必要になり、サービス業は、英国からＥＵへのサービスの提供に、業務の移転などの対応

が必要となってくる。 

 

英国とＥＵが合意できず、「将来関係協定なき移行期間終了」となるリスクもある。第１回の

協議では、ＥＵが警戒する競争条件の公平性確保の取り扱い、司法・警察協力の条件、将来関

係協定、漁業協定の様式などで、英国とＥＵの考え方の違いが確認された。テレビ会議や文書

を通じた協議で解決策を見出すことは容易ではないだろう。 

 

そもそも、「戦時下」と形容されるような状況で、英国も多くのＥＵ加盟国も、最優先で取り

組むべきは新型コロナ対策だ。将来関係協定を巡る駆け引きに時間を費やしている場合ではな

い。ＥＵ主要国では、感染拡大のペースには、ピークアウトの兆候がようやく見え始めたもの

の、なお警戒を要する情勢だ。英国は感染拡大のピークを前に医療崩壊の懸念が高まっている。 

英国の課題に関するユーガブの世論調査ⅱでも、ブレグジットへの関心の低下と、健康と経済

に関する懸念の高まりが確認できる。 

 

20年末までの将来関係協定の妥結は、そもそも野心的な目標だったが、コロナ危機で目標達成

の困難さは著しく増した。英国も３月 24日からロックダウンに入り、企業は需要の消失や供

給網の寸断、家計は雇用の喪失や所得の減少という突然の強いショックを受けている。政府は

異例の規模の財政措置で、企業の資金繰りや、雇用、所得を下支えし、ロックダウンによる打

撃の恒久化を阻止しようとしている。20年後半には、状況は今よりも改善しているかもしれな

いが、ワクチンや特効薬、抗体検査などの開発と普及が進み、不安が払拭され、経済活動が平

時の姿を取り戻すには至らないだろう。企業や家計に「カナダ型ＦＴＡ」への移行準備をする

余裕はなく、まして「将来関係協定なき移行期間終了」という激変には耐えられないだろう。 

 

英国政府は、新型コロナへの不安の払拭までは、先行きの不確実性を一つでも減らすために、

「移行期間」延長に動くべきだろう。ＥＵも、昨年までの「離脱協定」の交渉段階では想定で

きなかった非常時に相応しく柔軟な姿勢を示すべきだ。 
 

（伊藤 さゆり） 

 
ⅰ ＥＵ在住の英国民、英国在住のＥＵ市民の権利の保全や、離脱清算金、アイルランドと北アイルランドの国

境の厳格な管理回避のための方策など「離脱協定」の実行のために設立したもので、英国のゴーブ・ランカ

スター公領相と欧州委員会のマロシュ・シェフチョビッチ副委員長が共同議長を務める。 
ⅱ YouGov,“The most important issues facing the country” ３月 28〜30 日調査での回答に占める割合は、

健康が 74％、経済が 45％、ブレグジットが 25％だった。 


